




The plan of Konodai University which was not implemented
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1868 明治1 6月 医学校 昌平学校
9月 開成学校
1869 明治2 6月 大学校
12月 大学東校 大学 大学南校
1870 明治3 7月 閉鎖
1871 明治4 7月 東校 南校
8月 工部寮
9月 明法寮
1872 明治5 8月 第一大学区医学校 第一大学区第一番中学
1873 明治6 4月 開成学校
1874 明治7 4月 内務省農事修学場
5月 東京医学校 東京開成学校
1875 明治8
1876 明治9 3月 法学校







1882 明治15 5月 駒場農学校
12月 東京山林学校
1883 明治16
1884 明治17 12月 東京法学校
1885 明治18 9月 東京大学法学部





1890 明治23 6月 帝国大学農科大学  









西暦 元号 月日 京都 東京 国府台
1868 明治1 3月 学習院復興 　 　
4月 学習院を大学寮代へと改称 　 　
6月 　 医学校を設置 　
　 　 昌平学校を設置 　
9月 大学寮代が閉校 開成学校を設置 　
　 皇学所，漢学所を設置 　 　
1869 明治2 6月 　 昌平学校を大学校へと改称 　




　 　 医学校を大学東校へと改称 　
　 　 開成学校を大学南校へと改称 　
1870 明治3 7月 大学校代が廃止 大学が閉鎖される 　
1871 明治4 7月 　 大学東校を東校へと改称 　
　 　 大学南校を南校へと改称 　
8月 　 工学寮を設置 　
9月 　 明法寮を設置 　
1872 明治5 8月 　 東校を第一大学区医学校へと改称 　
　 　 南校を第一大学区第一番中学へと改称 　
1873 明治6 4月 　 第一大学区第一番中学を開成学校へと改称 　
1874 明治7 4月 　 内務省農事修学場を設置 　
5月 　 第一大学区医学校を東京医学校へと改称 　
　 　 開成学校を東京開成学校へと改称 　
1875 明治8 5月 　 　 「国府台大学校」設立
の伺
　 　 　 内務省から国府台の土
地が移管される
1876 明治9 3月 　 明法寮を法学校へと改称 　




10月 　 内務省農事修学場を農学校へと改称 　
1882 明治15 5月 　 農学校を駒場農学校へと改称 　
12月 　 東京山林学校を設置 　
1884 明治17 9月 　 　 陸軍省へ移管
12月 　 法学校を東京法学校へと改称 　
1885 明治18 9月 　 東京法学校を東京大学法学部と併合 　
1886 明治19 3月 　 東京大学を帝国大学へと改称 　






































































特に、教導団が移転してきたことについては、次のようなエピソードがある。1879（明治 12）年 6 月
20日から7月17日にかけて、教導団工兵中隊の野営演習が、国府台の文部省用地で行われ、教導団はこ10 
の演習で実測調査を 11 日間に亘って行っている。この演習の後に、測量図を陸軍省へ提出していること
から国府台の地形を詳細にわかっていたと考えられ、新たな兵営地を求めた際の候補として挙がり易かっ
たことも考えられる。 
図2-1は文部省が 1875 年に取得した国府台地域の土地を、現在の国府台の地域の地図に網掛けをした
ものである。文部省用地には和洋女子大学敷地をはじめとし、筑波大学附属聴覚特別支援学校、県立国府15 
台高校、市立第一中学校、旧千葉県血清研究所、東京医科歯科大学、国府台保育園、里見公園の約半分が
含まれている。 
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図2-1 現在の地図に1875年時点の文部省用地を重ねた（原図を加筆加工） 
原図出典：市川市教育委員会『市川市史 第四巻』市川市，1975年，p.382 
図2-1　1875年時点の文部省用地（網掛け部分）
注　現在の土地所有関係の地図に重ねたもの
原図出典：市川市教育委員会『市川市史第四巻』市川市，1975年，p.382
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3　計画中止の理由
「国府台大学校」建設計画が実現していたならば、東京大学の前史あるいは日本の近代大学史にとって
画期的な大学建設計画となるはずだったが、計画は立ち消えになってしまった。しかし、その実態や理由
については諸文献を渉猟したものの、明らかにはならなかった。
立ち消えとなった理由として「市川市史　第三巻」では次の 2 点が挙げられている。第一に、高台であ
るために飲料水の確保が困難であること、第二に、交通の便の問題で、教授らが大学へ通う際、江戸川を
渡るには渡し船しかない13のでは不便だということである。
しかし、飲料水と交通の便については、後に陸軍省用地となってからすぐに大規模な3つの井戸の開削
が行われ、交通に関しては架橋の要請が行われている。したがってやる気になればできたことであり、上
記２つの理由はあまり強力な中止の理由とは考えにくい。
これに対し、本論では当時の明治政府の財政状況と、文部省内での政策の転換もまた、中止の理由と言
えるのではないかと考えた。まず財政状況についてだが、1877年の西南戦争は当時の財政に大きな打撃
を与えた。1877年の歳入は5,223万円余であったが、西南戦争のための軍事費はその大半を占める4,156
万円余であったことが、1877年度決算を見ることでわかる。莫大な費用がかかっていることから、この
年は特別に「征討費総理事務局」を置いて収支決算が行われ、その財源は2,700万円の紙幣発行と1,500
万円の国内銀行からの借入金などで賄われた14。これによってインフレが進行し、財政難に陥ったことで、
明治政府は新たな土地に学校を設置し、必要な施設設備の整備に膨大な資金をかける余力はなくなったの
ではないかと考えられる。そのため、既存の校舎をもつ東京大学の整備に傾いていったのではないだろう
か。次に文部省内での政策の転換についてだが、この原因は1880年に公布された教育令の失敗による田
中の文部大輔辞任が関係しているのではないかと考える。学制の中央集権的な画一的な性格を改め、小学
校教育の自由を地方に委ねた教育令は、アメリカに倣った先進的な考え方であったが、かえって初等教育
における就学率の低下や小学校の廃校、建設の中止などを招く結果となった。これにより文部省は初等教
育の立て直しに奔走することとなり、田中は教育令に対する批判を受け、文部大輔から司法卿へ転じ、以
後は文教行政に携わることはなくなったのである。このこともまた、追い打ちをかけるように計画を有耶
無耶にさせた原因なのではないだろうか。
これらのことから、計画の立ち消えの理由として、表向きは、国府台での飲料水確保の困難さと交通の
便の悪さを挙げられたが、実態は、西南戦争による政府の財政難が最も大きな原因であり、田中の失脚に
よる文部省の政策転換もまた少なからず関与していたのではないかと考えられる。
まとめ
本研究では国府台地域の歴史を知る上で、詳細が知られていない「真ノ大学校」である「国府台大学校」
建設計画とはどのようなものであったのか、何故国府台の地が選ばれ、そして立ち消えとなってしまった
のかを明らかにすることを目的とした。
まず、明治政府が目指した「真ノ大学校」についてであるが、これは諸文献を当たったが明確に書かれ
た資料・文献は見いだせなかった。
国府台の地が選定された理由としては、国府台は都会から離れて高台にあり、人の往来の少ないという
地理条件を持っているために大学校用地として選定していることから、岩倉使節団に随行した田中不二麿
が欧米の大学に影響を受けた可能性も考えられたが、実証することはできなかったため、今後の検討課題
とした。
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　「国府台大学校」建設計画が立ち消えになった理由であるが、一般的には高台であるために飲料水の確
保が困難であることと、江戸川を渡るには渡し船しかないのでは教授らが大学へ通うのに不便、というこ
とが挙げられている。しかし、1877年の西南戦争による財政的な困窮が計画の遂行を困難にしたと考え
られることや、教育令の失敗によって計画の立案者である田中不二麿が失脚したこともまた、計画が立ち
消えとなった原因であると考えられる。これらのことから、西南戦争による政府の財政難が最も大きな原
因であり、田中の失脚による文部省の政策転換も少なからず関与していたが、表向きの理由として国府台
での飲料水確保の困難さと交通の便の悪さを挙げたのではないかと考えられる。
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